
A．研究目的 
全国の医療現場においてHIV診療で苦慮している

症例を抱える医療従事者を対象に、匿名化された情
報をもとにHIV診療のエキスパートに対してオンラ
イン・ミーティング機能を用いた相談システムを開
発しその効果を検証する。 

研究背景 
現在HIV感染者及びエイズ患者は国内において約

30000人報告されており、1年で1200人程度の新規
HIV感染者及びエイズ患者が報告されている。現在
は感染予防策や治療の進歩により、新規報告数は減
少傾向であるものの、累積報告数は増加傾向にあ
る。HIVやエイズをもつ人々が、自身の感染事実を
早期に確認し、確実かつ適切な医療を提供され、良
好な治療成果を維持できるように、それぞれ居住地
等において適切な医療やケアを提供する拠点病院な
らびにクリニックが存在している。 
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HIV感染症の医療体制の整備に関する研究班の課題のひとつは、HIV治療水準の均てん

化であるが、現状として各エイズ診療拠点病院間の診療経験の格差が大きく、それが

治療水準に直結することから、この解消が焦眉の急である。さらに、患者の予後は急

速に改善したことから高齢化が進行し、患者はHIVだけでなくいわゆる生活習慣病や

悪性疾患など一般の高齢者と同様の健康問題を抱えることとなった。HIV感染症のマネ

ジメントには、単にHIVのウィルスコントロールや日和見疾患等の関連疾患のみなら

ず、プライマリケアの視点からの医療介入が不可欠となり、HIV診療を行う医師にはよ

り高い資質が求められる。本研究班の「柱II：エイズ診療に関わる人材育成およびエイ

ズ診療従事医師育成」の分野において、拠点病院の医師が診療している個別の事例に

ついて、診療経験の豊かな専門医が症例検討を共に行い、マネジメントに関する指導

およびアドバイスを行うことで HIV治療水準の均てん化を図り、人材育成システム構築

研究を実施した。COVID-19感染症に対応する医療機関の業務量は激増しており、さ

らにリスク管理の観点からも移動を伴う研修の場を設けることは困難である状況を踏

まえ、双方の負担をできるだけ軽減する方法で高い教育効果をあげる手法として、昨

年度は拠点病院の医師を対象としたオンラインによるHIV診療の症例検討および研修

システム開発を行ったが、本年度は第2段階としてオンラインによるHIV診療の症例検

討を実施した。 

研究要旨

国立病院機構の診療ネットワークを利用したHIV感染症診療従事
医師育成体制の構築 
ーHIV診療を行う医療従事者を対象としたオンライン診療支援システムの 
   開発と検証ー 

研究分担者    本田 美和子 
独立行政法人国立病院機構東京医療センター総合内科 医長 

研究協力者    采 紗季1、鄭 東孝2 
1独立行政法人国立病院機構東京医療センター臨床研究センター・ 
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2独立行政法人国立病院機構東京医療センター総合内科 
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その一方、HIV診療を担っている医療従事者の現
在の課題のひとつに、担当している患者の医療的・
社会的問題に対する専門医による指導・症例検討の
機会が圧倒的に不足していることが挙げられてい
る。質の高いHIV診療に関する教育機会を可及的速
やかに増やすことが必要である一方で、現在のコロ
ナウイルス感染症発生状況に対応する医療機関の業
務は増加している。臨床医、とりわけ感染症を専門
とする医師の負担は増大しており、HIV診療従事医
師育成のために該当医師もしくは指導医が物理的な
移動を伴って訪問型の教育を実施することが困難と
なっている。 

さらに、抗HIV治療薬の開発により、患者の予後
は飛躍的に改善した。このため、患者の高齢化が急
速に進行し、従来のHIV感染症およびHIV関連疾
患だけでなく、いわゆる生活習慣病のマネジメント
も必要となった。高齢化が進むにつれて、複数の疾
患を有する患者は増加し、それぞれの疾患に関して
専門医を個別に受診することは、患者の負担を増大
させる。 

加齢と併存疾患の増加に伴い、生理学的変化に対
応し、HIV感染症に止まらず、生活習慣病等に関す
る一貫したポリファーマシー等の老年医学の関与の
重要性が高まるが、複数の専門家による介入がポリ
ファーマシーの原因となり、さらに患者の通院に関
する身体的負担も増加させる。この観点から患者の
健康を一元的マネジメントを行うプライマリケア医
の重要性が世界的に指摘されている。 

一方、プライマリケア医がHIV感染症マネジメン
トを行うにあたり、定期的に感染症専門医とのコミ
ュニケーションは不可欠であるが、そのチャンネル
の確立と維持については課題がある。 

海外における先行研究では、HIV感染者及びエイ
ズ患者の多い国々で、HIV診療やケアの質の均一化
のために、医療従事者への電話での相談システムを
行った取り組みの報告がされている[1-10]。オンラ
インでのシステムの研究は1件のみであった [1]。先
行研究では、医師のHIV診療への知識の向上、相談
システムの高い満足度、プライマリケア医のHIV診
療への自信の向上などが報告されている。しかし、
日本では遠隔での診療支援の取り組みを行った報告
はなされていない。 

現在のコロナウイルス感染症の流行に伴い、オン
ラインを通じた遠隔診療の普及が行われていること
から、今回我々は、全国で臨床現場においてHIV診
療で苦慮している症例を抱える医療従事者を対象

に、HIV診療の専門家とオンラインで結び、患者情
報を匿名化した症例の相談・教育を行うシステムの
開発およびその検証を行うこととした。 

研究対象者選択基準 
拠点病院及びその他の医療機関にてHIV診療・支

援に関わる医師、看護師、薬剤師、カウンセラー、
医療ソーシャルワーカー等でかつ、電磁的方法によ
る同意取得の得られた者。 

研究対象者除外基準 
同意取得に際して、所属医療機関にて本人の在籍

が確認できなかった者。 

研究期間 
本研究は国立病院機構東京医療センター院長によ

る研究許可後に登録組み入れを開始し、2026年8月
31日までとする。 

B．研究方法 
① 研究参加者を主研究施設のウェブサイトを通じ

て募集する。ウェブサイトには研究事務局の連
絡先を記載する。研究対象者は全国の拠点病院
及びその他の医療機関にてHIV診療を行ってい
る医師、看護師、薬剤師、カウンセラー、医療
ソーシャルワーカー等である。 

② 研究参加希望者は、参加希望の旨について研究
事務局へオンラインで申し込む。 

③ 研究事務局は、参加希望者について所属医療機
関先へ電話あるいはウェブサイト上で照会し本
人が在籍していることを確認する。 

④ 在籍の確認ができた参加希望者に対して、研究
事務局より電子メールを通して説明文書のリン
ク先を送付する。電磁的方法での説明文書に同
意する場合には、リンク先の映像面上における
説明事項のチェックボックスへのチェックと同
意ボタンを押すことで同意を取得する。参加希
望者が説明文書の内容について質問がある場合
は問い合わせフォームを通じて研究事務局へ連
絡する。 

⑤ 参加者は、その後に表示される事前評価の調査
票をウェブサイト上で回答する。 

⑥ 調査票で回答する項目は、参加する医療従事者
の性別、HIV診療・支援経験年数、これまでに
HIV診療・支援した経験人数、職種（医師、看
護師、薬剤師、カウンセラー、医療ソーシャル
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ワーカー等）、HIV診療・支援で困っている問
題（具体的には治療、家族、療養、血友病の問
題等）である。 

⑦ 参加者は調査票の回答の後に、相談する1症例ず
つについて年齢層、CD4/ウイルス量、耐性の有
無、治療薬、合併症（感染症、悪性腫瘍、慢性
疾患）相談希望日についてサイト上で回答す
る。 

⑧ 研究担当者は研究参加者とHIV診療・支援の専
門家と相談日程を調整する。 

⑨ 研究参加者とHIV診療の専門家（医師、看護
師、薬剤師、カウンセラー、医療ソーシャルワ
ーカー等）がオンライン会議ツール（Zoom）に
よる相談を行う。相談時には、後日検証のため
に録画・録音を行う。相談時に患者の個人情報
は用いない。録音・録画を希望しない場合は録
音・録画は実施しない。相談の内容に応じて、
継続的なオンラインでの相談は可能であり、適
宜実施する。 

⑩ オンラインでの相談直後に、ウェブサイト上で
アンケートを行う。 

⑪ オンラインでの相談1か月後にウェブサイト上で相
談システムの満足度調査をアンケートにて行う。 

⑫ 研究対象者からの相談内容について質的内容解
析を行う。質的内容解析とは、数量的な形式に
依存せず、オンライン相談を通して言語的なデ
ータをもとに何が語られているかを評価し、特
定の単語などの属性を客観的に同定しながら、
症例の相談内容の分析を行う。 

評価項目 
主要評価項目 
  ● オンラインでの相談システムの満足度 
副次評価項目 
  ● 相談内容に関する質的内容分析 

統計学的考察・解析方法 
本研究は記述統計を用いた検討を行う。 

倫理面への配慮 
倫理基準の遵守 

「ヘルシンキ宣言」および「人を対象とする生命
科学・医学系研究に関する倫理指針」（文部科学
省・厚生労働省・経済産業省/令和3年3月23日）に
従って研究は実施する。本研究に携わる全ての研究
者は、上記の倫理基準を遵守する。 

説明と同意 
研究責任者または研究分担者は「倫理基準の遵

守」に記載された規制要件が定めた要件を満たして
おり、倫理委員会で承認が得られた説明文書を電磁
的方法で研究対象者へ説明する。十分に考える時間
を与え、研究対象者が研究の内容をよく理解したこ
とを確認した上で、研究の参加について依頼する。
研究参加に同意した場合、研究対象者本人による電
磁的方法（オンライン）での同意を得る。研究対象
者が求める場合には、説明文書を交付することとす
る。研究責任者または研究分担者は同意のあった日
時、研究対象者名、所属医療機関名を確認する。 

　説明文書が改訂された場合は、改訂された説明
文書を研究対象者に連絡し、改訂についての説明を
行い、研究参加の継続の意思を確認する。研究責任
者または分担者は研究の参加に同意した研究対象者
から同意の撤回の意思表示があった場合には撤回の
内容に従った必要な措置を講じる。 

個人情報の保護  
本研究で収集するデータは相談症例の個人情報は

含まれず、患者個人が特定されることのない情報の
みである。また研究データを記録する電子ファイル
はパスワードロックをかけ、施錠される研究室内の
セキュリティーシステムを搭載したコンピューター
内で研究データ管理者が管理する。研究者は個人情
報の取り扱いには十分注意する。研究で収集したデ
ータの保管期間は約5年間とし、保管終了後には個
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図1　研究手順のフローチャート



人情報が外部に漏れることのないような方法で廃棄
する。 

インフォームドコンセントに関する手続き 
本研究では 厚生労働省「医療・介護関係事業者

における個人情報の適切な取扱いのためのガイダン
ス」（平成29年4月14日通知、平成29年5月30日
適用、令和2年10月9日改正）および「人を対象と
する生命科学・医学系研究に関する倫理指針」（文
部科学省・厚生労働省・経済産業省/令和3年3月23
日）に基づき、研究参加者に電磁的方法による説明
を行い、同意を得る。臨床試験に関する評価項目
は、対応表にて管理する。本研究で得られる評価項
目は疫学研究に関する倫理指針（平成25年4月1日
一部改正）第6章第14条1項に基づき、個人情報の
保護を行う。このほか、本研究実施にあたっては世
界医師会ヘルシンキ宣言を遵守する。本研究への参
加同意は研究参加者本人の同意を要し代諾者は認め
ない。 

研究対象者がすべての適格基準を満たし、除外基
準のいずれも該当しないことを確認した時点で、研
究責任者又は研究分担者は、研究対象者に研究の説
明を行い電磁的方法にて承諾を得る。研究参加者ご
とに登録番号が発行され、同時に参加登録を行う。
参加登録時に代諾者は選定しないが、参加撤回にお
いては本人の状況に応じて代諾者を認める。 

対象となる研究参加者からの要求があれば、いつ
でも研究への撤回は可能である。また、参加者から
データの使用を拒否する申し出や、その他の理由で
研究継続困難と研究代表者ないし担当者が判断した
場合は、研究者が参加者のデータを破棄する。研究
への不参加の（または、データの登録に同意しな
い）場合も、何ら不利な扱いを受けることは無い。 

研究費用負担 
本研究は、厚生労働行政推進調査事業費補助金エ

イズ対策政策研究事業「HIV感染症の医療体制の整
備に関する研究」（研究代表者　横幕能行　分担研
究者　本田美和子）で実施する研究の一部として、
東京医療センター本田美和子が分担研究者として獲
得している研究費から支出する。 

C、D．研究結果と考察 
本研究班で昨年開発したオンライン・コンサルテ

ーションシステムを稼働させ、検証をおこなった。 
開設されたwebsiteを通じて申し込みがあったコ

ンサルテーション依頼に対し、研究協力者がzoom
によるオンラインでのHIV感染症の現時点の問題を
解決するためのマネジメント相談を行い、さらに今
後見込まれる課題についてディスカッションを行っ
た。とくに、血友病を持つHIV感染者について治療
経験の豊富な感染症専門医による示唆は課題解決に
おいて有益なコンサルテーションとなった。 

コロナ禍において医療機関とりわけ感染症を担当
する医師の負担増の中で、HIV感染症の診療を行な
っている医師が困難症例に関して専門医に相談でき
る機会が激減している一方で、一般にオンラインで
実施するコミュニケーションが広く受け入れられ、
オンラインコミュニケーションに対する心理的障壁
が低減していることは、空間的障壁を解決する手段
としてのオンライン・ミーティングがより受け入れ
られやすい環境となった。 

さらに、オンラインコミュニケーションにおける
セキュリティの強化が実現したことから、個人情報
に十分配慮した内容の医師間の症例コンサルテーシ
ョンが実用化され、オンライン診療の取り組みも全
国的に始まっている。 

本研究は、オンライン診療の前段階として、医師間
での患者情報に基づいたマネジメントコンサルテーシ
ョンを試行的に実施したが、依頼側の医師、回答側の
医師双方が対面での症例相談と同様の質が得られたと
述べた。さらにオンラインによる空間的同時性のもと
でのコンサルテーションは、双方の時間的・経済的コ
ストの削減にも役立つことが示された。 

本研究は地方でHIV感染症患者を一人で診察し、
症例に関する相談機会が乏しい医師に対して、HIV
感染症のマネジメントに関するコンサルテーション
を実施し、その内容の検討を行うことをその目的と
したが、依頼側の医師、回答側の医師双方が満足す
る結果を得ることができた。 

このシステムを汎用化することにより、HIV治療
水準の均てん化を図ると同時に、学習者・指導者双
方にとって時間的・空間的・経済的コストを削減し
たHIV診療人材の育成システム構築が可能であるこ
とが明らかになった。 

E．結論 
HIV診療を行う医療従事者を対象としたオンライ

ン診療支援システムは、学習者・指導者双方にとっ
て時間的・空間的・経済的コストを削減し、ポス
ト・コロナの時代におけるHIV診療に関する医療情
報伝達と診療支援に資する。 
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